
有期契約労働者等に関して、正規雇用労働者と共通の諸手当に
関する制度を新たに設け、適用した事業主に対して助成されます。

助成⾦を活用して “労働環境等の改善”に取り組むことができます

キャリアアップ助成⾦
（諸⼿当制度共通化コース）

受給できる事業主

次のいずれにも該当する雇用保険の適用事業所の事業主
【１】「有期契約労働者等のキャリアアップに関するガイドライン」に基づき、キャリアアップ計画（※１）

を作成し、都道府県労働局⻑の認定を受けること
【２】労働協約または就業規則の定めるところにより、有期契約労働者等に関して、正規雇用労働者と共通の

諸手当制度（※２）を新たに設け、適用したこと
【３】当該諸手当制度を全ての有期契約労働者等と正規雇用労働者に適用したこと
【４】当該諸手当制度を初回の諸手当⽀給後６か⽉以上運用していること
【５】その他、一定の条件を満たしていること

※１ 有期契約労働者等のキャリアアップに向けた取り組みを計画的に進めるため、①対象者、②目標、
③期間、④目標達成のための事業主が講ずる措置等を予め記載したものです。

※２ 賞与、役職手当、特殊作業手当・特殊勤務手当、精皆勤手当、食事手当、単身赴任手当、地域手当、
家族手当、住宅手当、時間外労働手当、深夜・休日労働手当のいずれか。

受給内容

２８万５，０００円＜３６万円＞（３８万円＜４８万円＞）

※共通化した対象労働者（２⼈目以降）について加算
１⼈当たり１２，０００円＜１４，０００円＞（１５，０００円＜１８，０００円＞）（上限２０⼈まで）

※同時に共通化した諸手当（２つ目以降）について加算
諸手当の数１つ当たり１２万円＜１４万４，０００円＞（１６万円＜１９万２，０００円＞）加算
（上限１０手当まで）

※＜ ＞内は生産性の向上が認められる場合の額
※（ ）内は中小企業事業主に対する助成額
※１事業所当たり１回のみ

取り扱い機関
労働局、公共職業安定所


